
東北電力４，８００億円かけ女川２号機再稼働 
 東北電力は 1月 6日女川 2号機のテロ対策「特定重大事故等対処施設」設置申請をしました。

工事費は 1,400億円。安全対策費 3,400億円とあわせて、4,800億円の工事費となります。 

２０２２年から太陽光発電所の発電を遮断すると公表  

 東北電力は 10 ㎾以上の太陽光発電施設に対し、2022 年度より発電の遮断がありうると通告

しています。九州電力ではすでに行われていますが、発電実績の上向く 5 月・10 月が遮断の可

能性の高い月です。また 50 ㎾以下発電所で発電オンライン制御装置(遮断装置)を設置していな

い発電所に対し、今年 4 月からペナルティを課すと通告しています。具体的には発電単価の切

り下げです。また今年度から太陽光発電施設の撤去費用分を東北電力が政府に代わって徴収す

るという通知もしています。原発再稼働のためには「なり振り構わず」といったところです。 

電気代は右肩上がり 

 原発再稼働に賛成する人は「電気代が安

くなる」ことを理由にあげます。確かに稼働

していない今、電気代は右肩上がりです。仙

台市泉区の広幡家の電気代も、2014 年 10

月 22.48 円／kwh、2016 年 10 月 19.35 円

／kwh、2018年 10月 25.82円／kwh、2021

年 10月 29.81円と上昇中。これでも深夜料

金体系の値段で、一般の従量電灯にすると

2021年で 37.95円／kwh となります。電気

の燃料となる石油・LNGは今どんどん値上

がりしています。その原料値上げが、今後の

電気代の押し上げにつながります。 

４８００億円回収できるか？ 

 では女川 2 号機の再稼働費用 4,800 億円

は回収可能なのでしょうか。原発が再稼働

すれば、石油・LNG火力の燃料代が減りま

す。石炭火力は安価で基礎電力と位置づけ

られますから、石炭火力は減らさないはず。 

 女川 2号機の発電容量は 82万 5千 kwh。

東北電力の石油・LNG 火力の発電容量は

680 万 kwh、そこで消費される燃料代は

2014年で 5,000億円。これを 82万 5千 kwh に換算すれば、606億円の燃料代が浮くことにな

ります。4,800 億円はその 8 倍です。原発稼働率は 8 割とされますから、10 年間かけてやっと

元が取れる計算になります。しかし核燃料代や核使用済み燃料の保管代、運転要員の人件費、定

期点検費用、4800億円の金利負担、原価償却固定資産税(17年間で 571億円)が発生します。石

油・LNGの値上げなどもありますから、とても電気代が安くなるとは考えられません。結果 40

年運転で元が取れないことから、60 年運転を考えざるを得ないのが実情のようです。 



みやぎ地域・市民電力連絡会年次総会の報告                松浦 真 

 2022 年 1 月 16 日（土）みやぎ地域・市民電力連絡会の年次総会が、オンライン参加 31 名、会場（仙台

市民活動サポートセンター）参加 17 名、計 48 名で行われました。初めに都留文科大学の高橋洋教授から

基調講演 「第６次エネルギー基本計画でカーボン・ニュートラルを実現できるか？」 がありました。講

師の高橋洋氏は昨年河野大臣が立ち上げた「再生可能エネルギー等に関する総点検タスクフォース」の 4

人のメンバーの一人に任命され、再生可能エネルギーを増やすための規制緩和に努力されました。報告で

は始めに COP26 で締結された脱炭素社会へむけての国際協定や、ヨーロッパや中国で急速に進む再生可

能エネルギー進展の現状が説明されました。今回閣議決定された第 6 次エネルギー基本計画は再生可能エ

ネルギーを主力電源として最優先することや 2030 年度までの CO2 削減目標をこれまでの 26%から 46%と

引き上げました。その一方で基本計画では原発を持続的に活用すること、また欧米の脱石炭火力の動きに

対し、水素やアンモニア混焼、CCUS 技術の活用をすることで石炭火力の延命を図るなど、カーボンニュ

ートラル実現に向けての不十分な計画であること等が説明されました。また、みやぎ地域・市民電力連絡

会の活動については、再エネが中心で、分散型の電源、地域共生、市民主導であることから本来のエネル

ギー転換となっていると評価されました。今後は地域との共生を図りながら更なる再エネの拡大、地域電

力との連携を図ることを期待しているとのことでした。 

 基調報告に続いて MELON の長谷川公一代表からは動画によるメッセージ、あいコープみやぎの櫻井洋

子さん、FFF 仙台の池澤美月さんからもメッセージがありました。その後、連絡会の 4 団体からの報告が

ありました。ひっぽ電力株式会社からは、筆甫地区内 13 カ所の太陽光発電所運営による年間収益の 35％

（令和３年度比）が地域の雇用に貢献していることなど、地域と共生した地域共同発電所となっているこ

と。みやぎ地域エネルギー合同会社からは、あいコープみやぎの食肉加工工場の屋根を活用した自家消費

型発電の 2 号機が設置されるとのこと。また自家消費型発電のノウハウが他の発電事業にも活用されつつ

あるとのこと。おながわ市民共同発電所からは、売電収益の一部で町内の学生奨学金給付活動を進め 2021

年度には 19 名に給付されました。FIT が来年度から廃止されるという困難の中でも 3 号機の建設を目指

しているとのこと。きらきら発電市民共同発電所からは、今年度から毎年 1 件、屋根借り型の太陽光パネ

ルの設置に取り組んでいること。また自家消費型発電所の計画も進めているとのこと。その他、特別報告

として連絡会として取り組んだ民間エコスタイル補助事業による「古川くりの木保育園の太陽光発電」、

株式会社プロジェクト・ウサミから「稲作農家が設置したソーラーシェアリング」。田んぼのソーラーシェ

アリングがコメ買取価格の大幅下落の中で農家の経営に大きく貢献していること、こうした実績が知られ

ソーラーシェアリングの新たな引き合いがあるとのことでした。最後に講師の高橋洋一さんから、地域・

市民電力は一般の電力会社と比べ物にならないくらいの小さいスケールだが、アリの一穴となり得るとの

感想が寄せられました。 

 年次総会を通して、連絡会の各団体は FIT 制度の終了を迎えて、従来型の太陽光発電所の建設が困難と

なる中でも自家消費型、屋根借り型、ソーラーシェアリング等を活用しながら再エネ事業の新たな展開を

進めていることが伺えました。今後はこうした地域・市民電力活動同士のネットワークをさらに強めるこ

とや地方自治体との連携を強めることが特別に重要

と思われます。年次総会終了後、FFF 仙台の池澤美月

さんの希望により FFF 仙台のメンバーと参加者有志

との懇談会が開かれ、共通して取り組んでいる気候

危機対策の運動についての意見交換が行われまし

た。私たちにとって、こうした活動に取り組んでいる

若者の考え方を知る良い機会となりました。 

きらきら発電市民共同発電所ニュース 

２０２２年２月号   第８６号 

〒981-3215 仙台市泉区北中山３丁目 17－12 

 電話  ０７０(２０１０)３７７７ 

HＰ      kirakirahatuden．com/ 

E メール     hirohata3777@outlook.jp 

 


